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当初予算における人件費確保状況の確認について（緊急）
　国公臨時特例に準じた地方公務員削減の強制を許さない取り組みについては、第54回臨時大会で基本方針についてご議論ご決定いただき、３月５日に予定している拡大闘争委員会で具体化することとしています。
しかし、２月３月議会に提出される当初予算については、すでに編成作業が進んでいることから、下記のとおり、緊急の取り組みをお願いいたします。
記
１.　取り組みの趣旨
地方財政計画は、あくまでも地方財政全体の歳出歳入に関するものであり、個別自治体の予算調製権限を拘束するものではありません。地方公務員の人件費をはじめとして、あらゆる予算は、地域の実情に合わせて編成されるべきものです。しかし、すでに、地方自治体によっては、政府の不当な要請に応じようとする動きも散見されます。
このことから、下記の通り、２月３月定例議会に提案予定である当初予算における人件費の確保状況につき、早急に確認を行います。
なお、総務大臣は、自治体の人件費削減が確実に実施されるよう自民党に協力を要請しており、この要請を受けた首長や保守系の自治体議員が、安易に要請に乗って人件費削減に向けて動くことも想定されます。そのため、協力関係にある自治体議員との連携についても追求します。
２.　確認作業の内容
各自治体単組は、当初予算案における人件費について、国公の臨時特例と同等の削減措置を実施することを前提とした編成になっていないこと（１月28日付総務大臣通知「地方公務員の給与改定に関する取扱い等について」を踏まえたものになっていないこと）を、早急に確認願います。

３.　人件費に国公の臨時特例と同等の削減措置を反映させている自治体における対応
２の確認において、労使交渉・合意なく賃金抑制を前提とした当初予算案が明らかになった自治体単組については、早急に人件費確保に向けた交渉を展開願います。
４.　要求モデル

２および３の確認・対応のための要求モデルは次のとおりとします。必要に応じて活用してください。
＜要求モデル＞

政府は、１月24日の閣議において、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律に基づく国家公務員の給与減額支給措置を踏まえ、各地方公共団体において速やかに国に準じて必要な措置を講ずるよう要請する」と決定し、それを受け、総務大臣は、１月28日に総務大臣通知「地方公務員の給与改定に関する取扱い等について」を発したとされています。
しかし、地方自治体の予算は、地方財政計画に縛られるものではなく、地方公務員の人件費をはじめとして、あらゆる予算は地域の実情に合わせて、編成されるべきものです。
○○市（町村）の賃金については、この間、労使の信頼関係を踏まえて、労使交渉・合意により決定することとしてまいりました。
貴職においては、2013年度当初予算案の編成にあたっては、この間の労使交渉・合意を前提とするよう、要求いたします。
さらに、この趣旨を踏まえて、2013年度当初予算案の現段階における編成方針を、当組合の代表に説明されるよう、あわせて要求いたします。
５.　集約

各単組は地方本部に状況を報告し、地方本部は全自治体単組に対して確認のうえ、下記の報告様式で２月18日（月）正午までに道本部・賃金労働部へご報告ください。
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【報告先：道本部賃金労働部　ＦＡＸ０１１－７００－２０５３】
2013年度自治体当初予算案の人件費確保状況と単組対応調査
地方本部：　　　　　　　　　　　　　　　
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